
鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条  知事は，県土の保全，水源の涵
かん

養等全ての県民が享受している森林の有する多面 

的かつ公益的な機能の重要性に鑑み，県民の理解と協力の下に，森林環境の保全及び森 

林を全ての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，予算の定めるところによりみんな 

の森づくり県民税関係事業を行う者に対し予算の範囲内において補助金を交付するもの 

とし，その交付については，鹿児島県補助金等交付規則（昭和 63 年鹿児島県規則第１

号。以下「規則」という。）に定めるほか，この要綱に定めるところによる。 

 

 （補助対象経費等） 

第２条  補助金の交付の対象となる経費，事業主体及びこれに対する補助率等は，次のと 

 おりとする。 

 

 

事業区分 事項 事業種目 
補助金の交付の 
対象となる経費 

事業主体 補助率等 

 

森林
も り

とのふ

れあい推進

事業 

 

森林
も り

の体

験活動の

支援 

 

標準型 

 

 森林を守り育て

る意識を醸成する

ために必要な森林

・林業の学習と併

せて実施する森林

の整備・保全等の

体験活動に要する

経費 

 
 

 

 森林・林業に

関する学習・体

験活動を併せて

実施する法人・

団体 

 

 

 

 

 
 

 
別表１に定める補
助対象経費の 50 万
円までの部分につ
いては，10 分の 10
以内，50 万円を超
える部分について
は ， ２ 分 の １ 以
内。ただし，補助
金の上限額を 100
万 円 と す る 。 な
お，企業等と連携
し た 活 動 で ， か
つ，500 人以上の参
加者がある活動に
ついては，補助金
の上限額を 200 万
円とする。 
 
 
 

 

短期型 

 

 

 

   同  上 

 

 

 

 

森林・林業に

関する学習・体

験活動のいずれ

か若しくは両方

を併せて実施す

る法人・団体 

 

 

 

別表１に定める補

助対象経費の 10 分

の 10 以内。ただ

し，補助金の上限

額を 10 万円とす

る。 

 

 

 



 

 

木とふれあ

う環境づく

り推進事業 

 

 

木造施設

等の整備 

 

 

施設の整

備・製品

の設置 
 

 

 県産材を活用し

たデザイン性等に

優れた施設の木造

化，内装木質化及

び木製品の設置に

要する経費 

 
 

 

①学校法人 

②社団法人 

③財団法人 

④社会福祉法人 

⑤医療法人 

⑥自治会 

⑦NPO 法人等公

益性が高いと認

められる法人 

⑧森林組合等協

同組合 

⑨県産材の利用

に取り組む団体

・法人（民間企

業） 

 

 

 
 

 

別表２に定める補

助対象経費の２分

の１以内 

ただし，施設の木

造化については，

補助対象経費の２

分の１以内又は床

面積に１平方メー

トル当たり 100,000

円を乗じた額のい

ずれか低い額とす

る。 

なお，補助金は 

1,000 円未満を切り

捨てた額とし，補

助金の上限額は 

5,000,000 円（知事

が別に定める新た

な建築資材を一定

量以上使用した場

合 は ， 10,000,000

円），下限額は 

200,000 円とする。 
 

 

木製品の

開発及び

普及 

 

 

 

 

 

 

 

 

木製品の

開発及び

普及 

(一般枠) 

 

 

 

 

  県産材の需要拡

大につながる製品

等の商品化に向け

た開発及び普及に

要する経費 

 

 

 

 

 

①森林組合等協

同組合 

②林業者・木材

関連業者等で組

織する団体 

③県産材の利用

に取り組む団体

・法人（民間企

業） 

 

別表３に定める補

助対象経費の２分

の１以内とし， 

1,000 円未満を切り

捨てた額とする。 

ただし，補助金の

上限額は 2,000,000

円とする。 

 

 

木製品の

開発及び

普及 

(学生デ

ザイン活

用枠) 

 

 

 学生のデザイン

を活かした県産材

の需要拡大につな

がる製品等の商品

化に向けた開発及

び普及に要する経

費 

 

 

 建築系又はイ

ンテリア系の学

科を有する学校 

 

 

 

 

別表３に定める補

助対象経費の 10 分

の 10 以内とし， 

1,000 円未満を切り

捨てた額とする。 

ただし，補助金の

上限額は 1,000,000

円とする。 



 

育ててつな

ぐ森林
も り

づく

り推進事業 

 

育ててつ

なぐ再造

林推進 

 

 

再造林等 

促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  水土保全機能の

維持を図るべき人

工林の伐採跡地で

行う植栽等の復旧

措置のうち別表７

の工種に要する資

材経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①森林経営計画

の認定を受けた

者（当該計画に

基づくものに限

る。) 

②森林所有者と

森林経営委託契

約等（５年間以

上）を締結して 

実施する者 

③ 森 林 所 有 者

(意欲ある森林

所有者の再造林

等の実施者を除

く。) 

④森林経営管理

法第 36 条第２

項の規定により

県が公表した民

間事業者（当該

実施権配分計画

に基づくものに

限る。） 

 

知事が別に定める

１ヘクタール当た

り又はメートル当

たりの補助金額に

面積又は延長を乗

じ 100 円未満を切

り捨てた額以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育阻害

要因対策 

 

   

水土保全機能の

維持を図るべき人

工林の伐採跡地で

行う植栽後の保育

のうち別表７の工

種に要する経費 

 

同 上 

 

知事が別に定める

１ヘクタール当た

りの補助金額に面

積を乗じ 100 円未

満を切り捨てた額

以内 

 

 

意欲ある

森林所有

者の再造

林等 

  

 水土保全機能の

維持を図るべき人

工林の伐採跡地で

行う植栽等の復旧

措置及び植栽後の

保育のうち別表７

の工種に要する経

費 

 

森林所有者 

 

 

知事が別に定める

１ヘクタール当た

り又はメートル当

たりの補助金額に

面積又は延長を乗

じ 100 円未満を切

り捨てた額以内 

 

 

推進体制

の強化 

（会議等

の開催・

普及啓発

活動） 

 

再造林等の森林

整備の推進体制の

強化や普及啓発，

低コスト施業の推

進のための研修会

等の開催経費 

 

森林・林業活性

化センター 

 

 

 

 

 

定額（１地区当た

り 200,000 円 以

内）ただし，別表

４に定める補助対

象経費とする。 

 



 

 

 

  

推進体制

の強化 

（一貫作

業システ

ム） 

 

 

水土保全機能の

維持を図るべき人

工林で行う伐採事

業者と植栽事業者

が異なる場合にお

ける一貫作業を行

うための両者の調

整に要する経費 

 

①森林経営計画

の認定を受けた

者（当該計画に

基づくものに限

る。） 

②森林経営管理

法第 36 条第２

項の規定により

県が公表した民

間事業者 

（当該実施権配

分計画に基づく

ものに限る。） 

 

定額（１連携当た

り200,000円以内） 

ただし，別表４に

定める補助対象経

費とする。 

 

 

 

 

 

育ててつ

なぐ間伐

推進(まもり

育てる森林づくり

整備) 

 

 

除伐･ 

つる切り 

 

 

 

 

 

 

 スギ･ヒノキ人

工林の公益的機能

の維持を図るため

に必要な侵入雑竹

木及びつる類の除

去作業に要する経

費 

 

①登録林業経営体 

②森林整備公社 

③５戸以上の森

林所有者との受

託又は３ヘクタ

ール以上の森林

を受託して実施

する者 

 

知事が別に定める

標準経費の 10 分の

７以内 

 

 

 

 

 

侵入竹の

除去 

 

 

スギ・ヒノキ人

工林の公益的機能

の維持を図るため

に必要な侵入竹等

の除去に要する経

費 

 

同 上 

 

同 上 

 

機能増進

間伐 

 

スギ･ヒノキ人

工林の公益的機能

の維持を図るため

に必要な不用木等

の除去作業に要す

る経費 

 

①登録林業経営体 

②５戸以上の森

林所有者との受

託又は３ヘクタ

ール以上の森林

を受託して実施

する者 

 

 

同 上 



 

 

 

 

 

育ててつ

なぐ間伐

推進(健全な

森林づくり整備) 

 

 

間伐 

 

 

 

 

 

 

 

 

スギ･ヒノキ人

工林の公益的機能

の高度発揮を図る

ために必要な不用

木等の除去作業及

び良好な林内環境

の保全を図るため

に必要な林内整理

作業に要する経費 

 

同 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業路網 

整備 

 

 

林内整理作業の

支障となる伐採木

の林外搬出に必要

な林内路網の整備

に要する経費 

 

 

①登録林業経営体 

②５戸以上の森

林所有者との受

託又は３ヘクタ

ール以上の森林

を受託して実施

する者 

③森林整備公社 

 

知事が別に定める

標準経費の 10 分の

５以内 

 

 

多様なニー

ズに応える

森林
も り

づくり

推進事業 

 

多様なニ

ーズに応

える森林
も り

づくり 

 

花粉の少

ない森林

造成支援 

 

 

 

 

 

 

 水土保全機能の

維持を図るべき人

工林の伐採跡地で

行う植栽等の復旧

措置のうち別表７

の工種に要する資

材経費 

 

 

①森林経営計画

の認定を受けた

者（当該計画に

基づくものに限

る。) 

②森林所有者と

森林経営委託契

約等（５年間以

上）を締結して 

実施する者 

③森林所有者 

(意欲ある森林

所有者の再造林

等の実施者を除

く。) 

④森林経営管理

法第36条第２項

の規定により県

が公表した民間

事業者（当該実

施権配分計画に

基づくものに限

る。） 

 

知事が別に定める

１ヘクタール当た

り又はメートル当

たりの補助金額に

面積又は延長を乗

じ100円未満を切り

捨てた額以内 



   

混交林誘

導支援 

 

水土保全機能等

の著しい低下が懸

念される管理不十

分な森林で，針広

混交林等へ誘導す

るために必要な不

用木等の除去作業

等に要する経費 

 

①登録林業経営体 

②５戸以上の森

林所有者との受

託又は３ヘクタ

ール以上の森林

を受託して実施

する者 

 

知事が別に定める

標準経費の10分の

７以内 

 

里山林等の

維持・再生

事業 

 

里山林等

の機能の

維持・再

生 

 

 

 

森林病害

虫等に対

する防除

対策 

 

幹線道路沿線や

里山林など公益上

重要な森林等にお

ける，突発性森林

病害虫に対する防

除に要する経費

（ただし，松くい

虫の駆除を目的と

したマツへの薬剤

の樹幹注入は，奄

美地域に限る。） 

 

①市町村 

②地域自治会等 

 

 

別表５に定める補

助対象経費の 10 分

の７以内 

 

枯損木等

の伐採・

整理・除

去 

 

幹線道路沿線や

里山林など公益上

重要な森林等にお

ける，防災等の観

点から森林環境の

保全を図るための

枯損木等の伐採・

整理・除去に要す

る経費及び伐採後

に更新が困難な森

林における広葉樹

または抵抗性マツ

の植栽や下刈に要

する経費 

 

①市町村 

②地域自治会等 

③県 

 

 

同 上 

 

里山林等

の協働活

動による

整備 

 

 

協働活動 

 

地域住民が協働

して行う伐採，伐

採木の活用，下草

刈，つる切り，歩

道補修，保安林制

度研修会等に要す

る経費 

 

集落等の地域の

自治会 

 

別表６に定める補

助対象経費の 10 分

の 10 以内。ただ

し，伐採以外の経

費は補助金の上限

額を 20 万円とし，

伐採の経費は，知

事が別に定める標

準経費と事業の実

行に要した経費の

いずれか低い額と

する。 



 

 

２ 前項の表に掲げる木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事

業，多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業及び里山林等の維持・再生事業に係る事

項，事業種目及び工種は，別表７のとおりとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条  規則第３条の補助金等交付申請書は，別記第１号様式によるものとする。 

２  規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとす 

 る。 

 (1) 事業計画書（別記第２－１号様式）又は事業実績書（別記第２－２号様式） 

  (2) 収支予算書（別記第３－１号様式）又は収支精算書（別記第３－２号様式） 

  (3) その他知事が必要と認める書類 

３  補助金等交付申請書の提出期限は，知事が別に定めるとおりとし，その提出部数は１ 

部とする。 

４ 育ててつなぐ再造林推進（再造林等促進，保育阻害要因対策，意欲ある森林所有者の

再造林等）及び多様なニーズに応える森林
も り

づくり（花粉の少ない森林造成支援）に係る

補助金の交付申請，請求及び受領については第三者に委任することができるものとし，

その場合の申請には，委任状を添付するものとする。 

 

 （補助金の交付の条件） 

第４条  規則第５条第１項の規定による条件は，別記第１，第２又は第３のとおりとす

る。 

 

 （決定の通知） 

第５条  規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，補助金交付決定通知書 

（別記第４号様式）により行うものとする。 

 

 （補助事業の内容等の変更） 

第６条  規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりとする。 

 (1) 補助金額の増減 

  (2) 事業費の 30％を超える増 

  (3) 事業量の 20％を超える増減 

   

更新伐 

 

森林環境を保全

するため，地域活

動とあわせて行う

クヌギ等の高齢木

の択伐，伐採木の

整理等に要する経

費又は市町村が当

該経費について補

助する場合におけ

る当該補助に要す

る経費 

 

①集落等の地域

自治会等 

②市町村（ただ

し，①が「地域

活動」を行うも

のに限る。） 

 

定額（知事が別に

定める標準経費と

事業の実行に要し

た経費のいずれか

低い額。） 



２  規則第７条第１項の補助金等変更申請書は別記第５号様式によるものとし，同項の規 

定により当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとする。 

  (1) 事業変更計画書（別記第２－１号様式）    

  (2) 変更収支予算書（別記第３－１号様式）    

  (3) その他知事が必要と認める書類    

３  規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみを 

行う場合は変更承認通知書（別記第６号様式）により，変更承認に併せて変更交付決定 

を行う場合は変更交付決定通知書（別記第７号様式）により行うものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

第７条  規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交付決 

定の通知を受けた日から起算して 10 日を経過した日までとする。 

 

 

 （実績報告） 

第８条  規則第 13 条の補助事業等実績報告書は，別記第８号様式によるものとする。 

２ 規則第 13 条の規定により補助事業等実績報告書に添付すべき書類は，次に掲げると

おりとする。 

  (1) 事業実績書（別記第２－１号様式）    

  (2) 収支精算書（別記第３－１号様式）    

  (3) その他知事が必要と認める書類 

３  第１項の補助事業等実績報告書の提出期限は，当該事業実施年度の３月 21 日とし，

その提出部数は１部とする。 

 

 （補助金の額の確定） 

第９条  規則第 14 条の規定による補助金等の額の確定の通知は，補助金交付確定通知書 

 （別記第９号様式）により行うものとする。 

 

 （補助金等の交付手続の特例） 

第 10 条  規則第 24 条の規定に基づき別表８に掲げる事業については，第５条及び前２条

の規定にかかわらず，補助金等交付申請書を受理した場合は，補助金の交付の決定及び

交付額の確定を同時に行うものとし，補助金交付決定及び交付確定通知書（別記第 10

号様式）により通知するものとする。 

２ 前項の規定による補助金等交付申請書の提出期限は，当該事業実施年度の３月 25 日

とする。 

 

 （補助金の交付） 

第 11 条  規則第 16 条第１項の補助金等交付請求書は，別記第 11 号様式によるものとす

る。 

２  補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは，交付決定額の２分 

の１を限度額として概算払をすることができる。ただし，別表８に掲げる事業について 

は除く。 

３  規則第 16 条第３項の概算払申請書は，別記第 12 号様式によるものとする。 

４ 意欲ある森林所有者の再造林等において委任を受けた林業事業体については，「鹿児 

島県造林事業実施要領」及び「鹿児島県森林組合等造林補助金等事務取扱要領」に基づ 

いた事務処理を行うものとする。 

 

 



 （その他） 

第 12 条  この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，令和７年４月 23 日から施行する。 

 （要綱の廃止） 

２ 鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱（令和２年４月 30 日付け

環林第 49 号鹿児島県環境林務部長通知）は，廃止する。 

    ただし，この要綱の施行の日前に交付の決定がなされた補助金については，なお，従 

前の例による。 



 

別表１（第２条：森林
も り

とのふれあい推進事業関係） 

補助対象経費となる費目 摘  要 

賃金 
植栽準備，会場設営，作業介添え等 

 １人１日当たり 6,000 円以内 

報償費 

講師謝金等 

 内部講師１人１日当たり 5,000 円以内 

 外部講師１人１日当たり 10,000 円以内 

旅費 

講師旅費等 

 講師１人１回（往復）当たり 4,000 円以内 

 （特別な場合を除く） 

需用費 消耗品費，燃料費，印刷製本費等 

役務費 通信運搬費，広告費，保険料等 

使用料及び賃借料 会場使用料，車輌借上料，作業機械等借上料等 

   ※いずれも，必要最小限の数量，金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２（第２条：木とふれあう環境づくり推進事業（木造施設等の整備）関係） 

補助対象経費となる費目 摘  要 

賃金 設計・製作に必要な労務費 

備品購入費 製品の購入に要する経費 

需用費 消耗品費，印刷製本費等 

役務費 広告費，通信運搬費等 

委託料 製作等の委託に要する経費 

使用料及び賃借料 会場借上料，機械器具の借上料等 

工事請負費 製作に係る工事請負費 

原材料費 原材料，資材等の購入費 

その他 別途協議 

   ※いずれも，必要最小限の数量，金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表３（第２条：木とふれあう環境づくり推進事業（木製品の開発及び普及）関係） 

補助対象経費となる費目 摘  要 

賃金 木製品の開発普及に必要な労務費 

報償費 アドバイザー等に対する謝金 

旅費 アドバイザー等に対する旅費 

需用費 消耗品費，印刷製本費等 

役務費 広告費，通信運搬費等 

委託料 委託に要する経費 

使用料及び賃借料 会場借上料，機械器具の借上料等 

工事請負費 開発に係る工事請負費 

原材料費 原材料，資材等の購入費 

備品購入費 事業執行上必要で，かつ，汎用性のないもの 

その他 別途協議 

   ※いずれも，必要最小限の数量，金額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表４（第２条：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（育ててつなぐ再造林推進（推進体制

の強化））関係） 

補助対象となる費目 適  要 

賃金 
会議準備等，普及啓発活動，事業実施打合せ及び準備のた

めの労務費等 

報償費 外部講師謝金等 

旅費 
各種会議，講習会等の委員・講師，事業実施打合せ等に必

要な旅費 

需用費 消耗品費，印刷製本費等 

役務費 通信運搬費等 

使用料及び賃借料 会場使用料，林業機械賃借料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表５（第２条：里山林等の維持・再生事業（里山林等の機能の維持・再生関係） 

補助対象経費となる費目 摘  要 

賃金 

森林病害虫等に対する防除（薬剤防除，被害木の

剪定・除去等），枯損木等の伐採・整理・除去，

植栽及び下刈に係る労務費 

需用費 消耗品費，燃料費，印刷製本費等 

役務費 通信運搬費，保険料等 

委託料 

森林病害虫等に対する防除（薬剤防除，被害木の

剪定・除去等），枯損木等の伐採・整理・除去，

植栽及び下刈に係る業務委託費 

使用料及び賃借料 車輌借上料，作業機械等借上料等 

原材料費 資材等の購入費 

   ※いずれも，必要最小限の数量，金額とする。 

 

別表６（第２条：里山林等の維持・再生事業（里山林等の協働活動による整備 (協働活 

    動)）関係） 

補助対象経費となる費目 摘  要 

賃金 
支障木等の伐倒・除去・整理，植栽及び下刈等に

係る労務費 

 

報償費 

 

講師謝金等 

 内部講師１人１日当たり 5,000 円以内 

 外部講師１人１日当たり 10,000 円以内 

 

旅費 

 

講師旅費等 

 講師１人１回（往復）当たり 4,000 円以内 

 （特別な場合を除く） 

需用費 消耗品費，燃料費，印刷製本費等 

役務費 通信運搬費，広告費，保険料等 

使用料及び賃借料 会場使用料，車輌借上料，作業機械等借上料等 

原材料費 資材等の購入費 

   ※いずれも，必要最小限の数量，金額とする。 



別表７（第２条関係）                                                                            

事業区分 事   項 事業種目 工 種 単位 

木とふれあう

環境づくり推

進事業 

 

木造施設等の整備 

 

施設の整備 木造化・内装木質化 施設 

製品の設置 木製品の設置 点 

木製品の開発及び普及 

 

木製品の開発及び普及 

(一般枠及び学生ﾃﾞｻﾞｲﾝ活用枠) 
木製品の開発及び普及 － 

育ててつなぐ

森林
も り

づ く り 推

進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育ててつなぐ再造林

推進 

 

 

 

 

 

 

 

再造林等促進 

 

再造林 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

保育阻害要因対策 下刈 ha 

意欲ある森林所有者の再造

林等 

再造林 ha 

下刈 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

推進体制の強化 会議等の開催 

普及啓発活動 

回 

 

一貫作業システム 連携 

育ててつなぐ間伐推

進(まもり育てる森林

づくり整備) 

除伐･つる切り 除伐･つる切り ha 

侵入竹の除去 侵入竹の除去 ha 

再生竹の除去 ha 

機能増進間伐 伐捨間伐 ha 

育ててつなぐ間伐推

進(健全な森林づくり

整備) 

間伐 搬出間伐 ha 

作業路網整備 開設 ｍ 

改良 ｍ 

多様なニーズに

応える森林
も り

づく

り推進事業 

多様なニーズに応え

る森林
も り

づくり 

花粉の少ない森林造成支援 再造林 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

混交林誘導支援 混交林誘導伐 ha 

補完植栽 ha(本) 

里山林等の維

持・再生事業 

 

 

 

 

里山林等の機能の維

持・再生 

森林病害虫等に対する防除

対策 

薬剤防除（散布，樹幹注入，

灌注等） 
ha(本) 

被害木の剪定・除去等 本(㎥) 

枯損木等の伐採・整理・除

去 

伐採・整理・除去 ㎥(ha) 

植栽 ha(本) 

下刈 ha 

里山林等の協働活動

による整備 

協働活動 伐採 回 

伐採木の活用 回 

下草刈り・つる切り等 回 

歩道開設・補修 回 

研修会の開催 回 

里山林の点検 回 

その他 回 

更新伐 高齢木等の択伐，伐倒木の整理 ㎥ 



 

別表８（第 10 条関係） 

事 業 区 分 事   項 事業種目 工 種 単位 

育 て て つ な ぐ

森林
も り

づくり推進

事業 

 

 

 

育ててつなぐ再造林

推進 

 

 

 

 

再造林等促進 

 

再造林 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

保育阻害要因対策 下刈 ha 

意欲ある森林所有者の再造

林等 

 

再造林 ha 

下刈 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

多様なニーズに応

える森林
も り

づくり推

進事業 

多様なニーズに応え

る森林
も り

づくり 

花粉の少ない森林造成支援 
再造林 ha 

鳥獣被害防止施設 ｍ 

 



別記 

第１（第４条関係） 

 補助金交付の条件 

 （育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業，多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業，里山

林等の維持・再生事業関係） 

 

１ 補助事業者は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱に従わなけ

ればならない。 

 

２ 補助事業者は，別表７に定める事業区分のうち「育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業」

及び「多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業」並びに「里山林等の維持・再生事業」

の実施箇所について，事業完了年度の翌年度から起算して５年以内に，当該事業施行地

の森林以外の用途への転用（当該事業施行地について所有権を移転し，又は賃借権，地

上権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定させた後，当該事業施行地について

なされる森林以外への用途への転用を含む。）又は当該事業施行地上の立木竹の全面伐

採除去（以下「転用等」という。）その他補助目的を達成することが困難となる行為を

行う場合は，当該事業施行地のうち当該転用等に係る森林につき交付を受けた補助金に

相当する額を返還しなければならない。 

 

３ 補助事業者は，別表７に定める事業種目のうち「作業路網整備」について，事業完了

年度の翌年度から起算して５年以内に，当該事業で整備した作業路の全部又は一部の転

用若しくは用途の変更を行う場合は，当該事業施行地のうち当該転用又は用途の変更に

係る作業路等につき交付を受けた補助金に相当する額を返還しなければならない。 

 

４ 補助事業者は，別表７に定める事業種目のうち「作業路網整備」について，事業完了

年度を含む３年以内に，当該事業で整備した作業路の利用区域において，補助目的達成

が困難（補助目的である間伐等の森林施業の規模が補助対象となる事業規模を満たさな

い又は満たすことができないこと。）な場合は，当該事業で整備した作業路につき交付

を受けた補助金の全額を返還しなければならない。 

 

５ 補助事業者は，実績報告（鹿児島県補助金等交付規則第 13 条の規定による報告をいう。

以下同じ。）を行うに当たって，各事業主体の当該補助金に係る仕入れに係る消費税等

相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法

に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）があり，かつ，その総額が明らかな場合には，これを補助金額から減

額して報告しなければならない。 

 

６ 補助事業者は，実績報告の提出後に，消費税及び地方消費税の申告により各事業実施 

主体の当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には，別紙様式に 

よりその金額（実績報告において上記５により減額した事業主体については，その金額 

が減じた額を上回る部分の金額）の総額等を速やかに知事に報告するとともに，知事の 



返還命令を受けて当該金額を返還しなければならない。 

 

７ 上記２から６に掲げる補助金の返還がある場合は，あらかじめ知事にその旨届出を行

い，知事の承認を受けなければならない。 

  ただし，公用，公共用又は天災地変その他やむを得ない事由による場合は，補助金の 

全部又は一部の金額の減免について協議（以下「減免協議」）することができるものと 

する。 

 

８ 補助事業者は，森林関係法令への違反等その行為態様や社会的影響等を勘案して不適 

切だと判断される行為を行ってはならない。 

 

９ 補助事業者たる市町村が県から交付された間接補助金を更に補助事業者である事業主

体へ 交付する場合には，１から８までに掲げる条件と同趣旨の条件を付さなければな

らない。 

 

10 補助事業者たる市町村は，補助金を交付した間接補助事業者である事業主体から，転

用等 及び補助目的達成が困難の事案（以下「事案等」という。）について，届出を受

理した 場合，速やかに知事へ報告しなければならない。 

  また，減免協議の承認の申請を受理し，承認をしようとするときは，あらかじめ知事 

の承認を受けなければならない。 

 

11 補助事業者たる市町村は，補助金を交付した間接補助事業者である事業主体から，事

案等 発生に伴い，当該事案等に係る補助金の全部又は一部の金額について納付があっ

た場合，当該納付額のうち県補助金に相当する額を県に納付しなければならない。 

 

12 補助事業者は，この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及 

び支出についての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間備え，整理保管 

しておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２（第４条関係） 

 補助金交付の条件（森林
も り

の体験活動の支援事業関係） 

１ 補助事業者は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱に従わなけ 

ればならない。 

 

２ 補助事業者は，この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及

び支出についての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間備え，整理保管

しておかなければならない。  
 



第３（第４条関係）  
 補助金の交付の条件（木とふれあう環境づくり推進事業関係）  
 
１ 補助事業者は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱に従わなけ

ればならない。  
 
２ 補助事業者は，当該事業により整備した施設や製品及び開発に要した試作品等（以下 

「財産等」という。）については，事業完了後においても善良な管理者の注意をもって 

管理するとともに，補助金の交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければなら 

ない。  
 
３ 補助事業者は，財産等を次の表に揚げる期間（以下「処分及び転用制限期間」という。） 

内において，知事の承認を受けないで転用し，補助金の交付の目的に反して使用し，譲 
 渡し，交換し，貸し付け，又は担保に供してはならない。  

財産の種類  期   間  補  助  金  返  還  の  範  囲  
木とふれあう環

境づくり推進事

業により整備し

た施設や製品及

び開発に要した

試作品等  
 
 
 

  補助金交付の翌年度か

ら起算して５年間  
 
 
 
 
 
 
 

１ 施設や製品及び開発に要した試作品 

等について，その全部が処分若しくは 

転用され又は補助目的を達成すること 

が困難になったときは補助金の全部  
 
２ 施設や製品及び開発に要した試作品 

等について，その一部が処分若しくは 

転用され又は補助目的を達成すること 

が困難になったときは補助金の一部  
 
４ 処分及び転用制限期間内に知事の承認を受けないで処分又は転用（以下「処分等」と 

いう。）を行った場合は，当該財産等の取得又は設置（以下「取得等」という。）に要 

した補助金の相当額の全部又は一部を県に返還しなければならない。また，処分及び転 

用制限期間内に知事の承認を受けて当該財産等の処分等を行ったことにより収入があ

っ た場合は，当該収入の全部又は一部を県に納付させることがある。  
  ただし，公用，公共及び天災地変その他やむを得ない事由による場合は，補助金の相 

当額の減免につき知事に協議することができるものとする。  
 
５ 補助事業者は，財産等が処分及び転用制限期間内に補助金の交付目的を達成すること 

ができなくなった場合は，速やかに知事に協議し，その指示に従って当該財産等の取得 

等に要した補助金の相当額の全部又は一部を県に納付しなければならない。  
 
６ 補助事業者は，補助金交付申請（鹿児島県補助金等交付規則第３条の規定による申請 

のうち，当該要綱第３条第１項で定める別記第１号様式による申請をいう。以下同じ。） 

を行うに当たって，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含 

まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち，消費税法に規定する仕入れに係る消 

費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額との合計額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり，

かつ，その総額が明らかな場合には，これを補助金額等から減額して報告しなければな



らない。  
 
７ 補助事業者は，補助金交付申請の提出後に，消費税及び地方消費税の申告により当該 

補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には，別紙様式によりその金 

額（補助金交付申請において上記６により減額した事業実施主体については，その金額が

減じた額を上回る部分の金額）の総額等を速やかに知事に報告するとともに，知事の返還

命令を受けて当該金額を返還しなければならない。  
 
８ 補助事業者は，この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及 

び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５年間備え，整理保管して 

おかなければならない。  



別紙様式 

 

   年度仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

    年  月  日 

 

 

  鹿児島県知事     殿 

 

 

                                          住所 

                                          氏名 

 

 

    年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった   年度みんなの森

づくり県民税関係事業補助金について，同通知の交付条件第  号に基づき下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

１ 鹿児島県補助金等交付規則第 14 条の規定に基づく確定額 金 円 

    （   年  月  日付け  第  号による額の確定額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 金 円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額  

                            金 円 

 

４ 補助金返還相当額 （３－２）                        金 円 

 

 

 

（注） 

 １ この報告は，交付決定ごとに作成するものとする。 

 ２ 市町村の間接補助事業に係る補助金の場合は，事業実施主体から提出された仕入れ 

 に係る消費税等相当額報告書の写しを添付すること。（その場合，知事名は市町村名 

 に読み替えることとする。） 



別記 

第１号様式（第３条関係） 

その１（事業区分：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（事項：育ててつなぐ再造林推進（事

業種目：再造林等促進，保育阻害要因対策，意欲ある森林所有者の再造林等）），事業区

分：多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業（事項：多様なニーズに応える森林
も り

づくり

（事業種目：花粉の少ない森林造成支援））を除く） 

 

                                                        番     号 

                                                        年  月  日 

 

鹿児島県知事       殿  

 

                                      申請者 住 所 

                                              氏 名           

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付申請書 

 

     年度においてみんなの森づくり県民税関係事業（注１）を実施したいので，下

記のとおり補助金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県み

んなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第３条の規定により，関係書類を添えて申

請します。 

 

                                    記  

                                               

１ 補助金交付申請額  金       円 

２ 関係書類 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第 

１項の事業区分を記載する。 

  ただし，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業又は里

山林等の維持・再生事業を実施する場合には，同項で定める事業種目も記載する。 



第１号様式（第３条関係） 

その２（事業区分：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（事項：育ててつなぐ再造林推進（事業種目：再造

林等促進，保育阻害要因対策，意欲ある森林所有者の再造林等）），事業区分：多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業（事項：多様なニーズに応える森林
も り

づくり（事業種目：花粉の少ない森林造成支援））） 
 

                                                             番     号 

                                                             年  月  日 

 

鹿児島県知事       殿 

 

                                      申請者 住 所 

                                              氏 名           

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付申請書 

 

    年度においてみんなの森づくり県民税関係事業（注１）を実施したので，下記のとおり補助金を

交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助

金交付要綱第３条の規定により，関係書類を添えて申請します。 

 

                                    記 

                                               

１ 補助金交付申請額  金       円  

２ 関係書類 

（１）事業実績書（第２－２号様式） 

（２）収支精算書（第３－２号様式） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

 

  ※ 意欲ある森林所有者の再造林等は森林所有者が直接申請する場合 

 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第１項の事業区分

を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第３条関係） 

その３（事業区分：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（事項：育ててつなぐ再造林推進（事業種目：再造

林等促進，保育阻害要因対策，意欲ある森林所有者の再造林等）），事業区分：多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業（事項：多様なニーズに応える森林
も り

づくり（事業種目：花粉の少ない森林造成支援））） 
                                                       

  番     号 

                                                               年  月  日 

 

鹿児島県知事       殿 

 

                                      申請者 住 所 

                                              氏 名           

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付申請書（委任分） 

 

    年度においてみんなの森づくり県民税関係事業（注１）を実施したので，下記のとおり補助金を

交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助

金交付要綱第３条の規定により，委任状及び関係書類を添えて申請します。 

 

                                    記 

                                               

１ 補助金交付申請額  金       円 

２ 関係書類 

（１）事業実績書（第２－２号様式） 

（２）収支精算書（第３－２号様式） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

 

  ※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第１項の事業区

分を記載する。 

 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 

そ
の

１
 

（
事

業
区

分
：

森
林

も
り

と
の

ふ
れ

あ
い

推
進

事
業

）
 

事
 

業
（

変
更

）
計

 
画

（
実

績
）

書
 

 １
 

森
林

・
林

業
学

習
活

動
 

活
動

名
（

イ
ベ

ン
ト

名
）

 

事
 

 
 

 
業

 
 

 
 

計
 

 
 

 
画

（
 

実
 

 
 

 
績

 
）

 

実
施

(予
定

)年
月

日
 

時
 

 
間

 
場

 
 

所
 

対
 

象
 

者
 

参
加

(
予

定
)
人

数
 

事
 

業
 

内
 

容
 

    

    

    

    

    

    

    

 ２
 

森
林

・
林

業
体

験
活

動
 

 

活
動

名
（

イ
ベ

ン
ト

名
）

 

事
 

 
 

 
業

 
 

 
 

計
 

 
 

 
画

（
 

実
 

 
 

 
績

 
）

 

実
施

(
予

定
)年

月
日
 

時
 

 
間

 
場

 
 

所
 

対
 

象
 

者
 

参
加

(
予

定
)
人

数
 

事
 

業
 

内
 

容
 

    

    

    

    

    

    

   

 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 
そ

の
２

－
１

（
事

業
区

分
：

木
と

ふ
れ

あ
う

環
境

づ
く

り
推

進
事

業
 

事
項

：
木

造
施

設
等

の
整

備
）

 
事
 
業
 
（

変
更
）
 
計
 
画
 
（

実
績
）
 
書

 
   

 
１

 
整

備
の

目
的

 
   

 
２

 
施

設
等

の
内

容
 

    整
 

 
 

備
 

  箇
 

 
 

所
 

  

   施
設

や
製

品
 

 の
種

類
 

  

    構
造

規
 

 格
又

は
 

 規
 

模
 

  

   
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
事

業
量

 
  

  
  

 
  

      
単

価
 

   

  補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

 
 （

事
業

費
）

 
 

経
 

 
 

 費
  

 
 

内
  

 
 

訳
 

工
 

期
 

    整
備

の
方

法
 

   

   県
補

助
金

 
    

    
市

町
村

 
  
補

助
金

 
  

  
 

 

   そ
 の

 他
 

   
  

 

  着
 

手
 

（
予

定
）

 
年

月
日

 
 

 完
 

成
 

又
は

 
設

 
置

（
予

定
）

 
年

月
日

 

  
 内

県
産

材
費

 

         

         

      

   
  

  
  

  
  

  
  

  
  

県
産

材
使

用
量

 
  

  
  

  
  

  
 

    
  

  
  

  
  

 
  

 ｍ
3

 
 

   
  

  
円

 
       

  
  

 
  

   
  

 円
 

       

   
  

  
  

 円
 

     

   
  

  
  
円

 
    

   
  

  
  
円

 
    

   
  

  
  
円

 
     

   
  

 
     

      

   
 

     

   
  

 計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
（

注
）

１
 

事
業

量
，

単
価

に
つ

い
て

は
，

種
類

（
製

品
，

資
材

，
施

設
）

別
に

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

２
 

「
整

備
の

方
法

」
欄

は
，

請
負

・
委

託
・

直
営

の
別

に
つ

い
て

記
載

す
る

。
 

 
 

 
 

３
 

補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

と
県

産
材

費
の

確
認

の
た

め
，

採
択

さ
れ

た
事

業
計

画
書

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。
 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 
そ

の
２

－
２

（
事

業
区

分
：

木
と

ふ
れ

あ
う

環
境

づ
く

り
推

進
事

業
 

事
項

：
木

製
品

の
開

発
及

び
普

及
）

 
事
 
業
 
（

変
更
）
 
計
 
画
 
（

実
績
）
 
書

 
   

 
１

 
開

発
等

の
目

的
 

    
  
２

 
得

ら
れ

る
（

得
ら

れ
た

）
成

果
 

   
 

３
 

成
果

の
普

及
の

取
組

 
   

 
４

 
開

発
等

の
内

容
 

   
開

 発
 の

 
  
実

施
場

所
 

 

   
開

発
す

る
 

（
し

た
）

製
品

 
 

等
の

種
類

 
 

   
規

格
 

 
 

又
は

 
規

模
 

 

   
 

取
組

の
内

容
 

 

 

 
 

 
 

単
 

価
 

  

  補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

 
 （

事
業

費
）

 
 

経
 

 
 

 費
  

 
 

内
  

 
 

訳
 

事
業

実
施

期
間

 

  県
補

助
金

 
     
 

 

   
市

町
村

 
  
補

助
金

 
   

  

   そ
 の

 他
 

   
  

  着
 

手
 

（
予

定
）

 
年

月
日

 

  完
 

了
 

（
予

定
）

 
年

月
日

 

     

    

   

   

 
円

 
  

 
円

   
 

   
  

  
  
円

 
  

   
  

  
  
円

 
  

   
  

  
  
円

 
  

   
  

 
  

   

 
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

注
）

１
 

「
得

ら
れ

る
（

得
ら

れ
た

）
成

果
」

欄
は

，
ど

の
よ

う
な

成
果

（
試

作
品

や
技

術
の

性
能

，
試

験
結

果
等

の
特

徴
）

な
の

か
，

具
体

的
に

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
 

 
 

２
 

「
取

組
の

内
容

」
欄

は
，

製
品

等
の

試
作

・
技

術
等

の
開

発
・

製
品

等
の

普
及

の
別

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

 
 

 
３

 
補

助
事

業
に

要
す

る
経

費
の

確
認

の
た

め
，

採
択

さ
れ

た
事

業
計

画
書

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。
 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 

そ
の

３
－

１
（

事
業

区
分

：
育

て
て

つ
な

ぐ
森

林
も

り

づ
く

り
推

進
事

業
 

事
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育

て
て

つ
な

ぐ
再

造
林

推
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事

業
種

目
：

推
進

体
制

の
強

化
）

 
 

事
業

（
変

更
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計
画

（
実
績
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事
業

実
施

 
主

 
体

 
名

 

 

  

   
 

取
組
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容

 

 

  

    
対

象
者

等
 

   

   
実

 
施

 
（

予
 
定

）
 

時
 

期
 

 

 

    
事

業
量

 
 

①
 

 

    
単

 
位

 

  

    
単

 
価

 
 

②
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助

事
業

に
要

す
る

経
費

 
（

事
業

費
）

 
①

×
②

 

 

経
 

 
費

 
内

 
 

訳
 

 

県
補

助
金

 
 

 
 

 

 そ
 

の
 

他
 

  
 

 

  

   
会

議
等

の
開

催
 

   
 
 
 
 
 
 

 
 

  

  

  

  
 
 
 
 
 

 
円

   
 
 
 
 
 
 
 

 
円

   
 
 
 
 
 
 
 
 
円

 

  
 
 
 
 
 

 
 
円

 

  

   
普

及
啓

発
活

動
 

  

 
  

  

  

 
 

 

 
  
そ

の
他

 
（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（

注
）

１
 

「
対

象
者

」
の

欄
は

，
森

林
組

合
，

林
業

事
業

体
，

各
行

政
機

関
な

ど
の

区
分

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 

そ
の

３
－

２
 

（
事

業
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：

育
て

て
つ
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ぐ
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り

づ
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）
）

）
 

事
業

（
変

更
）

計
画

（
実
績

）
書

 

  市
町

村
 

 

 
事

 
項

 

 

 
事

業
種

目
 

 

 事
 

業
 

実
 

施
 

主
体

名
 

 施
 

行
 

 箇
所

名
 

 
 

工
 

種
 

 

 構
造

規
 

格
又

は
 

規
 

模
 

 事
業

量
 

  
 
 
①

 

 単
 

位
 

 

 単
 

価
 

  
 
 
②

 

 補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

 
（

事
業

費
）

 
①

×
②

 

経
 

 
 

 
費

 
 

 
 

内
 
 

 
 

訳
 

工
 

期
 

 
県

補
助

金
 

 

 

 市
 

町
 

村
 

負
 

担
 

金
 

 

 そ
 

の
 

他
 

  

 着
 
手

 
(
予

定
)

年
月

日
 

 完
 
成

 
(
予

定
)

年
月

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
円

 
 
 
 
 
円

 
 
円

 
 
 
 
 
円

  
 

 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
注

）
１

 
「

事
項

」
，

「
事

業
種

目
」

及
び

「
工

種
」

の
欄

は
，

別
表

７
に

よ
る

。
た

だ
し

，
育

て
て

つ
な

ぐ
森

林
づ

く
り

推
進

事
業

（
事

項
：

育
て

て
つ

な
ぐ

間
伐

推
進

）
に

つ
い

て
は

，
 

 
 

 
 

事
業

種
目

ご
と

に
箇

所
を

整
理

し
，

記
載

す
る

こ
と

。
 

 
 

 
２

 
 
「

施
行

箇
所

名
」

欄
に

は
，

育
て

て
つ

な
ぐ

森
林

づ
く

り
推

進
事

業
の

う
ち

作
業

路
網

整
備

に
つ

い
て

は
路

線
名

を
，

そ
の

他
に

つ
い

て
は

施
行

箇
所

（
大

字
・

字
・

地
番

又
は

林
小

班
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
３

 
「

構
造

規
格

又
は

規
模

」
欄

に
は

，
育

て
て

つ
な

ぐ
森

林
づ

く
り

推
進

事
業

の
う

ち
作

業
路

網
整

備
（

開
設

）
に

つ
い

て
は

幅
員

を
，

作
業

路
網

整
備

（
改

良
）

に
つ

い
て

は
作

業
 

内
容

（
拡

幅
等

）
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

４
 

事
業

種
目

ご
と

に
，

「
小

計
」

，
「

計
」

を
と

る
こ

と
。

な
お

，
事

業
種

目
及

び
市

町
村

の
記

載
内

容
が

１
行

の
場

合
に

は
，

こ
れ

ら
の

計
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 



 

第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 

そ
の

３
－

３
（

事
業

区
分

：
育

て
て

つ
な

ぐ
森

林
も

り

づ
く

り
推

進
事

業
 

事
項

：
育

て
て

つ
な

ぐ
再

造
林

推
進

 
事

業
種

目
：

推
進

体
制

の
強

化
(
一

貫
作

業
シ

ス
テ

ム
）

）
 

 

事
業

（
変

更
）

計
画

（
実
績

）
書

 
 

事
業

主
体

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

市
町

村
 

伐
採

事
業

者
 

植
栽

事
業

者
 

 
事

業
量

 
①

 

 
単

 
位

 

 

 
単

 
価

 
②

 

 

 補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

 
（

事
業

費
）

 
①

 
×

②
 

経
 

 
費

 
内

 
 

訳
 

 

県
補

助
金

 

 

そ
 

の
 

他
 

 
 

 
 

 
  
 
 
 
 
 

 
円

 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
円

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
円

 

 

  
 
 
 
 
 

 
 
円

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（

注
）

１
 

「
伐

採
事

業
者

，
植

栽
事

業
者

」
の

欄
に

つ
い

て
は

，
事

業
体

名
を

記
載

す
る

こ
と

。
 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 
そ

の
４

－
１

 
（

事
業

区
分

：
里

山
林

等
の

維
持

・
再

生
事

業
（

事
項

：
里

山
林

等
の

協
働

活
動

に
よ

る
整

備
 

事
業

種
目

：
協

働
活

動
を

除
く

）
）

 
 

事
業

（
変

更
）

計
画

（
実
績

）
書

 
  市

町
村

 
 
事

 
項

 
 

事
業

種
目

 
 事

 
業

 
実

 
施

 
主

体
名

 

 施
 

行
 

 箇
所

名
 

 
工

 
種

 
 構

造
規

 
格

又
は

 
規

 
模

 

 
事

業
量

 
  
 
 

 単
位

 

 

 補
助

事
業

に
要

す
る

経
費

 

経
 

費
 

内
 

訳
 

工
 

期
 

 県
補

助
金

 

 

 
市

町
村

 
負

担
金

 

 
そ

の
他

 

 

 
着

 
手

 
(
予

定
)
 

年
月

日
 

 
完

 
成

 
(
予

定
)
 

年
月

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
円

   
 
 
 
 
 
 
円

   
 
 
 
 
 
 
円

 

  
 
 
 
 
 
円

 

 
 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
小

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
注

）
１

 
「

事
項

」
，

「
事

業
種

目
」

及
び

「
工

種
」

の
欄

は
，

別
表

７
に

よ
る

。
 

 
 

 
２

 
 
「

施
行

箇
所

名
」

欄
に

は
，

施
行

箇
所

（
大

字
・

字
・

地
番

又
は

林
小

班
）

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 

 
 

３
 

事
業

種
目

ご
と

に
，

「
小

計
」

，
「

計
」

を
と

る
こ

と
。

な
お

，
事

業
種

目
及

び
市

町
村

の
記

載
内

容
が

１
行

の
場

合
に

は
，

こ
れ

ら
の

計
を

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

 
 

 
４

 
補

助
事

業
に

要
す

る
経

費
の

確
認

の
た

め
，

（
変

更
）

設
計

書
又

は
契

約
書

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。
 



第
２

－
１

号
様

式
（

第
３

条
，

第
６

条
，

第
８

条
関

係
）

 
そ

の
４

－
２

 
（

事
業

区
分

：
里

山
林

等
の

維
持

・
再

生
事

業
 

事
項

：
里

山
林

等
の

協
働

活
動

に
よ

る
整

備
 

事
業

種
目

：
協

働
活

動
）

 
 

事
 

業
（

変
更

）
計

 
画

（
実

績
）

書
 

 

事
業

項
目

 
活

動
場

所
 

取
 

組
 

内
 

容
 

実
施

 
(
予

定
)
 

時
期

 

参
加

 
(
予

定
)
 

人
数

 

補
助

事
業

に
 

要
す

る
経

費
 

（
事

業
費

）
 

  
伐

採
 

 
 

 
   

 
 

 
 

 
 
人

 

   
 

 
 

 
 

 
 
円

 
  

伐
採

木
の

活
用

 

 
 

 
 

 

   
下

草
刈

り
・

つ
る

切
り

等
 

   

   

   

   

   

   
 
歩

道
開

設
・

補
修

 

   

   

   

   

   
   
 
研

修
会

の
開

催
 

   

   

   

   

   
   
 
里

山
林

の
点

検
 

   

   

   

   

   
  
 
そ

の
他

 
 
（

 
 

 
 

 
 

 
 

）
 

   

   

   

   

   

  
 
そ

の
他

 
 
（

 
 

 
 

 
 

 
 

）
 

   

   

   

   

   

計
 

 
 

 
 

 

 
 
 
（

注
）

１
 
「

活
動

場
所

」
欄

に
は

，
市

町
村

・
大

字
・

字
・

地
番

等
を

記
載

す
る

こ
と

。
 



第
２

－
２

号
様

式
（

第
３

条
，

第
1
0
条

関
係

）
 

そ
の

１
 

 
 

（
事

業
区

分
：

育
て

て
つ

な
ぐ

森
林

も
り

づ
く

り
推

進
事

業
（

事
項

：
育

て
て

つ
な

ぐ
再

造
林

推
進

（
事

業
種

目
：

再
造

林
等

促
進

，
保

育
等

阻
害

要
因

対
策

，
意

欲
あ

る
森

林
所

有

者
の

再
造

林
等

）
）

 
 

事
業

実
績

書
 

 

 

   
市

町
村

 

   

 

   
事

項
 

   

 

   
事

業
 

種
目

 

  

 

   
工

種
 

 

  

 

   
事

 
業

 
実

 
施

 
主

体
名

 

 

 

   
施

 
行

 
 箇

所
名

 

 

事
 

 
 

業
 

 
 

量
 

 

   
単

価
 

 
②

 

 

 

 
補

助
事

業
 

に
要

す
る

 
経

費
 

(
事

業
費

)
 

①
×

②
 

 

 

 
県

補
助

金
 

     

工
 

 
期

 
 

備
考

 

      

 
再

 
造

 
林

 
 下

刈
 

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

 
 

  
着

手
 

年
月

日
 

 

 

  
完

成
 

年
月

日
 

 

 面
積

 
①

 
(
a
)
 

 

 
樹

種
 

 

 植
栽

 
本

数
 

(
b
)
 

 １
h
a
当

り
 

植
栽

本
数

 
(
 
b
/
a
 
)
 

 面
積

 
①

 
 

 

 

延
長

 
①

  
 

     

 
 

 
 

 
 

h
a
 

   

 

 

 

 

本
 

  

 

本
/
h
a
 

   

  
 
 
h
a
 

  

 

 
 
m

  

 
  
 

 
 

円
 

  
 
 
 
 
 
 
 
円

 

 

 
 

 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
注

）
１

 
 
事

業
種

目
，

工
種

ご
と

に
整

理
し

て
記

載
し

，
「

小
計

」
，

「
計

」
を

と
る

こ
と

。
 

 
 

 
２

 
「

施
行

箇
所

名
」

欄
に

は
，

代
表

的
な

施
行

箇
所

を
記

載
す

る
こ

と
(
例

：
鴨

池
新

町
１

０
ほ

か
)
。

 
 

 
 

３
 

「
事

業
種

目
」

，
「

工
種

」
の

欄
は

，
別

表
８

に
よ

る
。

 



第
２

－
２

号
様

式
（

第
３

条
，

第
1
0
条

関
係

）
 

そ
の

２
 

 
 

（
事

業
区

分
：

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

森
林

も
り

づ
く

り
推

進
事

業
（

事
項

：
多

様
な

ニ
ー

ズ
に

応
え

る
森

林
も

り

づ
く

り
（

花
粉

の
少

な
い

森
林

造
成

支
援

）
）

）
 

 

事
業

実
績

書
 

 

市
町

村
 

事
業

 
種

目
 

工
種

 
事

 
業

 
実

 
施

 
主

体
名

 

施
 

行
 

 
箇

所
名

 

事
 

 
 

業
 

 
 

量
 

単
価

 
 

②
 

補
助

事
業

 
に

要
す

る
 

経
費

 
(
事

業
費

)
 

①
×

②
 

県
補

助
金

 

工
 

 
期

 

備
考

 

再
 

造
 

林
 

鳥
獣

被
害

 
防

止
施

設
 

着
手

 
年

月
日

 
完

成
 

年
月

日
 

面
積

 
①

 
(
a
)
 
樹

種
 精

英
樹

 
植

栽
 

本
数

 
(
b
)
 

１
h
a
当

り
 

植
栽

本
数

 
(
 
b
/
a
 
)
 

延
長

 
①

 

     

 
 

 
 

 

h
a
 

   

 

 

 

  

 

本
 

  

 

本
/
h
a
 

      

 

 
 
m
 

  

 
  
 

 
 

円
 

  
 
 
 
 
 
 
 
円

 

 

 
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
注

）
１

 
 
事

業
種

目
，

工
種

ご
と

に
整

理
し

て
記

載
し

，
「

小
計

」
，

「
計

」
を

と
る

こ
と

。
 

 
 

 
２

「
事

業
種

目
」

，
「

工
種

」
の

欄
は

，
別

表
８

に
よ

る
。

 
 

 
 

３
「

施
行

箇
所

名
」

欄
に

は
，

代
表

的
な

施
行

箇
所

を
記

載
す

る
こ

と
(
例

：
鴨

池
新

町
１

０
ほ

か
)
。

 
 

 
 

４
 

精
英

樹
名

は
，

苗
木

伝
票

等
で

確
認

し
，

「
姶

良
○

号
」

等
を

記
載

 
 

 
 

 



第３－１号様式（第３条，第６条，第８条関係）  

（事業区分：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（事項：育ててつなぐ再造林推進（事業種

目：再造林等促進，保育等阻害要因対策，意欲ある森林所有者の再造林等）），事業区分

：多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業（事項：多様なニーズに応える森林
も り

づくり

（事業種目：花粉の少ない森林造成支援））を除く）  
 
 

（変更）収支予算（精算）書  
 
１ 収 入  

区    分  予 算 額  （精算額）  （増減額）  備  考  

 
 
 
 
 
 
       計  

 
        円  
 
 
 
 
 

 
        円  
 
 
 
 
 

 
        円  
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
２ 支 出  

区  分  費 目  予 算 額  （精算額）  （増減額）  備  考  

 
 
 
 
 
 
 
       計  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
        円  
 
 
 
 
 
 

 
        円  
 
 
 
 
 
 

 
        円  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（注）１ 変更のときは，上段に当初，下段に変更の二段書きとする。  

    ２   「２ 支出」の区分欄には，森林
も り

とのふれあい推進事業の場合は「学習活動」

・「体験活動」の別を，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づ

くり推進事業及び多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業並びに里山林等の維

持・再生事業の場合は別表７に掲げる工種を記載すること。  

    ３  費目の欄には，第２条において補助対象経費となる費目として定められてい  

      る場合はその費目を記載すること。  



第３－２号様式（第３条，第 10 条関係） 

（事業区分：育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業（事項：育ててつなぐ再造林推進（事業種

目：再造林等促進，保育阻害要因対策，意欲ある森林所有者の再造林等）），事業区分：

多様なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業（事項：多様なニーズに応える森林
も り

づくり（事

業種目：花粉の少ない森林造成支援））） 

 

収支精算書 

１ 収 入 

区    分 精算額 備     考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       計  

 

 

        円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 支 出 

区  分 費 目 精算額 備     考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）１  「２支出」の区分欄には，別表８に掲げる事業種目及び工種を記載するこ 

と。 



 

第４号様式（第５条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

申請者         殿 

 

                                              鹿児島県知事  印 

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付け  第  号で申請のあった    年度みんなの森づくり

県民税関係事業補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により，下記

のとおり交付することに決定します。 

 

                                       記  

 

１ 補助金の額  金           円 

 

２ 交付の条件 

    別記第１，別記第２又は別記第３のとおりとする。 



 

第５号様式（第６条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

鹿児島県知事         殿 

 

                                      申請者 住 所 

                                              氏 名           

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金変更申請書 

 

 

     年  月  日付け  第  号で補助金交付決定通知のあった    年度

みんなの森づくり県民税関係事業（注１）を下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助

金等交付規則第７条及び鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第６条

の規定により，関係書類を添えて申請します。 

                                       記  

１ 補助金交付申請額  金     円（うち前回までの申請額 金     円） 

２ 計画変更の理由 

３ 関係書類 

 (1)  事業変更計画書   

 (2)  変更収支予算書  

 (3)  その他知事が必要と認める書類 

 

  （注）(1)，(2)については，変更部分を２段書にし，変更前を括弧書で上段に記載す 

   ること。 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第 

１項の事業区分を記載する。 

  ただし，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業，多様

なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業，里山林等の維持・再生事業を実施する場合には，

同項で定める事業種目も記載する。 



 

第６号様式（第６条関係）  

 

                                                              番     号  

                                                              年  月  日  

 

申請者         殿  

 

                                              鹿児島県知事  印  

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金変更承認通知書  

 

     年  月  日付け  第  号で申請のあった    年度みんなの森づく

り県民税関係事業（注１）の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定に

より承認します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第 

１項の事業区分を記載する。  

ただし，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業，多様

なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業，里山林等の維持・再生事業を実施する場合には，

同項で定める事業種目も記載する。  

  



 

第７号様式（第６条関係）  

 

                                                              番     号  

                                                              年  月  日  

 

申請者         殿  

 

                                              鹿児島県知事  印  

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金変更交付決定通知書  

 

 

    年  月  日付け  第  号で申請のあった    年度みんなの森づくり

県民税関係事業（注１）の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定によ

り承認し，下記のとおり変更決定します。  

 

                                       記  

 

１ 補助金の額  金           円  

 

２ 交付の条件  

    別記第１，別記第２又は別記第３のとおりとする。  

 

 

 

 

 

 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第 

１項の事業区分を記載する。  

  ただし，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業，多様

なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業，里山林等の維持・再生事業を実施する場合には，

同項で定める事業種目も記載する。  



 

第８号様式（第８条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

鹿児島県知事         殿 

 

                                   補助事業者 住 所 

                                              氏 名           

                                               

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け  第  号の交付決定通知に基づきみんなの森づくり県民

税関係事業（注１）を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第 13 条及び鹿児島県みん

なの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第８条の規定により，関係書類を添えてその

実績を報告します。 

 

                                       記 

 

関係書類 

 

 １ 事業実績書 

 

  ２ 収支精算書 

 

  ３ その他知事が必要と認める書類 

 

 

※ 注１の（ ）は，鹿児島県みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付要綱第２条第 

１項の事業区分を記載する。 

  ただし，木とふれあう環境づくり推進事業，育ててつなぐ森林
も り

づくり推進事業，多様

なニーズに応える森林
も り

づくり推進事業，里山林等の維持・再生事業を実施する場合には，

同項で定める事業種目も記載する。 



 

第９号様式（第９条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

補助事業者         殿 

 

                                              鹿児島県知事 印 

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付確定通知書 

 

    年  月  日付け  第  号で実績報告のあった    年度みんなの森づ

くり県民税関係事業補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第 14 条の規定により，

下記のとおり確定しました。 

 

                                       記 

 

１ 交付確定額  金             円 

 



 

第 10 号様式（第 10 条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

補助事業者         殿 

 

                                              鹿児島県知事 印 

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付決定及び確定通知書 

 

     年  月  日付け  第  号で申請のあった   年度みんなの森づくり

県民税関係事業補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により次のと

おり交付することに決定し，同規則第 14 条の規定により交付額は，交付決定額と同額に確

定しました。 

 

記 

 

１ 事業名等    

 

２ 交付決定額  金               円 

 

３ 交付確定額  金        円 

 

４  交付の条件    別記第１のとおりとする。 



   

第 11 号様式（第 11 条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

鹿児島県知事         殿 

 

                                   補助事業者 住 所 

                                               氏 名           

 

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金交付請求書 

 

    年  月  日付け  第  号の交付決定（確定）通知書に基づく    年

度みんなの森づくり県民税関係事業補助金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規

則第 16 条の規定により，下記のとおり請求します。 

 

                                       記 

 

請求金額 金         円 

総      額  

前回までの交付額  

今 回 請 求 額  

未 請 求 額  

 

         預金口座番号 

         （金融機関名）   本支店      当座 

         （フリガナ） 

         預金口座名義人                        普通         号 



   

第 12 号様式（第 11 条関係） 

 

                                                              番     号 

                                                              年  月  日 

 

鹿児島県知事         殿 

 

                                      申請者 住 所 

                                               氏 名           

 

 

    年度みんなの森づくり県民税関係事業補助金概算払申請書 

 

    年  月  日付け  第  号で補助金交付決定のあったみんなの森づくり県

民税関係事業補助金を，鹿児島県補助金等交付規則第 16 条及び鹿児島県みんなの森づくり

県民税関係事業補助金交付要綱第 11 条の規定により，下記のとおり概算払くださるよう関

係書類を添えて申請します。 

 

                                       記 

 

１ 概算払申請額 金         円 

事 業 費 補 助 金 概算払受領済額 今 回 申 請 額 残 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 概算払を必要とする理由 


